
 

 

 

東急不動産株式会社 
第９４期決算公告（２０２６年３月期） 



貸  借  対  照  表
（ 2 0 2 6 年  3 月 3 1 日 現 在）

（単位 百万円）

資      産      の      部 負  債  及  び  純  資  産  の  部

科       目 金   額 科       目 金   額

【資 産 の 部】 【負 債 の 部】

流   動   資   産 970,444 流  動  負  債 330,559

現 金 及 び 預 金 2,705 買 掛 金 28,949

売 掛 金 14,300 短 期 借 入 金 195,604

有 価 証 券 24,754 未 払 金 16,353

匿 名 組 合 出 資 金 169,195 未 払 法 人 税 等 4,366

販 売 用 不 動 産 332,787 未 払 費 用 6,421

仕 掛 販 売 用 不 動 産 353,239 前 受 金 53,176

貯 蔵 品 440 預 り 金 13,782

前 渡 金 30,069 賞 与 引 当 金 1,702

前 払 費 用 2,954 役 員 賞 与 引 当 金 168

未 収 入 金 9,072 事 業 整 理 損 失 引 当 金 91

そ の 他 31,095 そ の 他 の 引 当 金 2,455

貸 倒 引 当 金 △172 そ の 他 7,488

固   定   資   産 1,339,980 固  定  負  債 1,488,365

有 形 固 定 資 産 459,712 長 期 借 入 金 1,323,317

建 物 133,133 長 期 預 り 敷 金 保 証 金 121,846

構 築 物 9,018 不 動 産 特 定 共 同 事 業 預 り 金 12,000

機 械 及 び 装 置 29,422 リ ー ス 債 務 1,405

車 輌 及 び 運 搬 具 1,345 退 職 給 付 引 当 金 7,026

工 具 器 具 備 品 3,530 再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 4,599

土 地 242,477 資 産 除 去 債 務 4,875

リ ー ス 資 産 1,234 事 業 整 理 損 失 引 当 金 3,319

建 設 仮 勘 定 39,549 そ の 他 9,975

無 形 固 定 資 産 19,271 負 債 合 計 1,818,924

借 地 権 5,168

ソ フ ト ウ ェ ア 3,214 【純 資 産 の 部】

そ の 他 10,888 株 主 資 本 462,857

資    本    金 57,551

投 資 そ の 他 の 資 産 860,996 資 本 剰 余 金 37,605

投 資 有 価 証 券 90,618 資 本 準 備 金 33,740

そ の 他 の 関 係 会 社 有 価 証 券 47,457 そ の 他 資 本 剰 余 金 3,865

関 係 会 社 株 式 385,125 利 益 剰 余 金 367,700

匿 名 組 合 出 資 金 6,310 そ の 他 利 益 剰 余 金 367,700

関 係 会 社 匿 名 組 合 出 資 金 195,265 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 3,755

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 72,148 繰 越 利 益 剰 余 金 363,944

敷 金 及 び 保 証 金 31,841

前 払 年 金 費 用 373 評価・換算差額等 28,642

繰 延 税 金 資 産 6,667 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 14,266

そ の 他 25,997 土 地 再 評 価 差 額 金 8,642

貸 倒 引 当 金 △809 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 5,733

純 資 産 合 計 491,499

資 産 合 計 2,310,424 負債及び純資産合計 2,310,424

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損  益  計  算  書

［ 2 0 2 5 年 4 月  1 日 か ら

2 0 2 6 年 3 月 31 日 ま で ］

（単位 百万円）

科        目 金      額

売    上    高 483,910

売  上  原  価 379,790

売  上  総  利  益 104,120

販売費及び一般管理費 29,466

営    業    利    益 74,654

営 業 外 収 益

受 取 利 息 679

受 取 配 当 金 6,077

為 替 差 益 211

そ の 他 1,998 8,967

営 業 外 費 用

支 払 利 息 16,108

そ の 他 976 17,085

経    常    利    益 66,535

特  別  利  益

関 係 会 社 株 式 売 却 益 7,444

関 係 会 社 清 算 益 750

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 3,084

そ の 他 71 11,351

特  別  損  失

減 損 損 失 5,508

事 業 整 理 損 失 引 当 金 繰 入 額 3,457

そ の 他 287 9,252

税 引 前 当 期 純 利 益 68,634

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 18,040

法 人 税 等 調 整 額 △ 1,289 16,750

当   期   純   利   益 51,883

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

［ 2 0 2 5 年 4 月  1 日 か ら

2 0 2 6 年 3 月 31 日 ま で ］

（単位 百万円）

株    主    資    本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合  計資本

準備金

その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合  計

その他利益剰余金

利益剰余金
合  計固定資産

圧縮積立金
繰越

利益剰余金

当期首残高 57,551 33,740 3,865 37,605 3,791 329,000 332,791 427,949

当事業年度中の
変動額

剰余金の配当 △ 16,975 △ 16,975 △ 16,975

積立金の取崩 △ 36 36    －    －

当期純利益 51,883 51,883 51,883

株主資本以外の項
目の当事業年度中
の変動額（純額）

当事業年度の
変動額合計

   －    －    －    － △ 36 34,944 34,908 34,908

当期末残高 57,551 33,740 3,865 37,605 3,755 363,944 367,700 462,857

評価・換算差額等

純資産
合  計その他

有価証券
評価差額金

土地
再評価
差額金

繰延
ヘッジ
損益

評価・換算
差額等
合  計

当期首残高 4,933 8,643 2,825 16,401 444,351

当事業年度中の
変動額

剰余金の配当 △ 16,975

積立金の取崩 －

当期純利益 51,883

株主資本以外の項
目の当事業年度中
の変動額（純額）

9,333 △ 1 2,907 12,240 12,240

当事業年度の
変動額合計

9,333 △ 1 2,907 12,240 47,148

当期末残高 14,266 8,642 5,733 28,642 491,499

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

（ア）満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

（イ）子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

（ウ）その他有価証券（営業投資有価証券を含む）

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

なお、匿名組合出資金及び特定目的会社に対する優先

出資証券については、その損益のうち当社に帰属する

持分損益を「売上高」又は「売上原価」に計上すると

ともに「匿名組合出資金」、「関係会社匿名組合出資

金」、「投資有価証券」又は「その他の関係会社有価

証券」を加減する方法

（２）デリバティブの評価基準及び評価方法 時価法

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法

（ア）販売用不動産

仕掛販売用不動産

団地毎の総平均法による原価法、一部につき個別法に

よる原価法

（イ）貯蔵品 移動平均法による原価法

（いずれも貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

（４）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への

換算基準

外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］

　貸借対照表及び損益計算書の作成にあたって採用した会計処理の原則及び手続は、次のとおりであり

ます。

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
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（１）有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法を採用しております。なお、1998年４月１日以

後に取得した建物及びその他一部の資産並びに2016年

４月１日以後に取得した構築物については、定額法を

採用しております。

なお、1998年３月31日以前に取得した資産について

は、1998年度税制改正以前の法人税法に基づく耐用年

数によっております。

また、事業用定期借地権を設定して賃借した土地にあ

る建物については、残存価額零円として使用期限を耐

用年数とした定額法を採用しております。

（２）無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

（３）リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資

産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の

方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零円とする定

額法を採用しております。なお、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引のうちリース取引開始日が2008年

３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借

処理に係る方法に準じた会計処理によっております。

２．固定資産の減価償却の方法
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（１）貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

（２）賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支払いに充てるため、

賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しておりま

す。

（３）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当

事業年度までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理しております。

（４）役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支払いに充てるため、賞

与支給見込額の当事業年度負担額を計上しておりま

す。

（５）事業整理損失引当金 事業の整理に伴う損失に備えるため、その損失見込額

を計上しております。

３．引当金の計上基準
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４．収益及び費用の計上基準

（収益認識基準）

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義

務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。

　インフラ・インダストリー事業においては、主に再生可能エネルギー発電施設・物流施設の開発、運

営、売却等を行っており、顧客との契約に基づき電力を供給する義務、及び開発施設の引き渡しを行う

義務等を負っております。

　都市事業においては、主にオフィスビル・商業施設の開発、賃貸、運営、売却を行っており、顧客と

の契約に基づき不動産を賃貸する義務、及び不動産の引き渡しを行う義務等を負っております。

　住宅事業においては、主に分譲マンションの開発、販売等を行っており、顧客との契約に基づき当該

物件の引き渡しを行う義務等を負っております。

　ウェルネス事業においては、主にリゾート施設等の開発、運営を行っており、顧客に対して施設利用

サービスを提供する義務等を負っております。

　これらの履行義務のうち、顧客に対して不動産を引き渡す義務等については、契約に定められた引渡

時に収益を認識しております。一方、施設利用等のサービスを提供する義務等については、一定期間に

わたり充足される履行義務であり、サービス提供に応じて収益を認識しております。但し、一部の契約

においては、取引条件に基づき当該サービスの提供が完了した一時点で履行義務が充足されることか

ら、当該時点において収益を認識しております。なお、不動産賃貸に係る履行義務については「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号　2007年３月30日）に基づき、収益を認識しておりま

す。

　取引価格は顧客との契約又は取引条件により決定しており、契約又は取引条件において定められた時

期に受領しております。対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。また、対価の金額が変動

しうる重要な変動対価はありません。

　収益の認識にあたっては、重要性等に関する代替的な取り扱いを利用しております。

（宣伝費の処理方法）

　分譲マンション業における宣伝費は、物件に紐づくことが明確な費用について販売収益に対応させて

引渡前まで資産計上し、引渡時に一括して費用処理を行っております。
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（１）ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替予約取引については、振当処理の要件を満

たしている場合は振当処理を採用しております。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 金利関連では変動金利借入金に対する金利スワップ取

引を、通貨関連では外貨建予定取引に対する為替予約

を実施しております。

（３）ヘッジ方針 将来の金利市場における変動リスク及び為替の変動リ

スクを回避する目的で利用しております。経営の安定

化に寄与すると判断し取り組んでおり、収益獲得のた

めの売買目的では行っておりません。

（４）ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象の金利の変動幅の比率分析等を適用してお

ります。振当処理を行っているものは、相場変動及び

キャッシュ・フロー変動を相殺するものと想定するこ

とができるため、ヘッジの有効性の判定は省略してお

ります。

５．ヘッジ会計の方法

６．控除対象外消費税等の会計処理方法

　資産に係る控除対象外消費税等は、発生事業年度の期間費用としております。

- 8 -



当事業年度（百万円）

販売用不動産 332,787

仕掛販売用不動産 353,239

有価証券 24,754

匿名組合出資金 169,195

棚卸資産評価損 782

匿名組合出資金評価損 2,319

［会計上の見積りに関する注記］

　当社の計算書類は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されておりま

す。この計算書類の作成にあたって、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発債務の開示、報告

期間における収益・費用の報告数値に影響を与える見積り及び予測を行わなければなりません。したが

って、当該見積り及び予測については不確実性が存在するため、将来生じる実際の結果はこれらの見積

り及び予測と異なる場合があります。

　当社では、特に以下の会計上の見積り及び仮定が当社の計算書類に重要な影響を与えるものと考えて

おります。

１．棚卸資産、匿名組合出資金（流動）及び有価証券の評価

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

棚卸資産評価損及び匿名組合出資金評価損は損益計算書上、売上原価に含まれております。

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

　収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定し、正味売却価額が取得原価よりも下落

している場合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価額とし、その差額を評価減として

費用計上しております。正味売却価額は、売価から見積追加工事原価及び見積販売直接経費を

控除したものであります。

②主要な仮定

　棚卸資産、匿名組合出資金（流動）及び有価証券の評価における重要な仮定は、不動産等の

売却市場における市場価値であります。

③翌事業年度の計算書類に与える影響

　実際の販売価格については、売却市場の動向などにより見積りと異なる可能性があります。
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当事業年度（百万円）

有形固定資産 459,712

無形固定資産 19,271

減損損失 5,508

２．有形固定資産及び無形固定資産の減損

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

　資産又は資産グループにおいて減損が生じている可能性を示す兆候の有無を判定し、兆候が

ある場合には当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と

帳簿価額を比較し、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。回収可能価

額は正味売却価額、あるいは使用価値により算定しております。

②主要な仮定

　減損の兆候の判定、将来キャッシュ・フローの見積り及び回収可能価額の算定における重要

な仮定は、売却可能価額の算定に用いる市場価値、過去の実績に基づいたオフィスや商業施設

のテナント賃料や稼働率、運営施設の単価や稼働率、及び割引率であります。また、開発事業

において減損の兆候の有無の判定や将来キャッシュ・フローの見積りを行うにあたっての事業

計画における仮定として、地権者や自治体との交渉状況、開発期間、建設工事コスト、開発後

のテナント賃料や稼働率等があります。

③翌事業年度の計算書類に与える影響

　減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定に当たっては慎重に検討しておりますが、事業

計画や市場環境の変化、天候や災害等により、その見積り額の前提とした条件や仮定に変更が

生じ減少した場合、減損処理が必要となる可能性があります。
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当事業年度（百万円）

投資有価証券 90,618

その他の関係会社有価証券 47,457

関係会社株式 385,125

匿名組合出資金 6,310

関係会社匿名組合出資金 195,265

関係会社長期貸付金 72,148

関係会社株式評価損 59

３．投資有価証券及び関係会社投融資等の評価

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式評価損は損益計算書上、特別損失のその他に含まれております。

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

　市場価格のない株式等以外のものについては時価法を、市場価格のない株式等については原

価法等を採用しております。また、市場価格のない株式等以外のものについては、期末におけ

る時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合には合理的な反証のない限り、回復する見込

みがないものとして減損処理を行い、30％から50％程度下落した場合には、回復可能性等を考

慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。他方、市場価格のない株式等

については、実質価額が取得原価に比べて50％以上下落した場合には、回復可能性が十分な証

拠によって裏付けられる場合を除き減損処理を行っております。

　関係会社貸付金については、実質価額の影響を考慮した関係会社の純資産が債務超過とな

り、かつ回復可能性が見込めない場合に貸倒引当金を計上しております。

②主要な仮定

　市場価格のない株式等の評価における重要な仮定は、投資先の将来業績及び投資先が保有す

る資産の評価であります。なお、開発事業を行う投資先の将来業績についての仮定は、「２．

有形固定資産及び無形固定資産の減損」の記載をご参照ください。

③翌事業年度の計算書類に与える影響

　投資先の将来業績及び投資先が保有する資産の評価が見積り時点と異なった場合、投資有価

証券評価損等を計上する可能性があります。
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［貸借対照表に関する注記］

１．関係会社に対する短期金銭債権 173,223百万円

２．関係会社に対する長期金銭債権 13,088百万円

３．関係会社に対する短期金銭債務 205,063百万円

４．関係会社に対する長期金銭債務 1,320,937百万円

５．有形固定資産の減価償却累計額 111,969百万円

建物及び構築物等 5,514百万円

販売用不動産 2,261百万円

建物 10,372百万円

土地 10,721百万円

計 23,355百万円

長期借入金 11,790百万円

固定負債その他 3,080百万円

計 14,871百万円

販売用不動産 2,261百万円

建物 2,920百万円

計 5,181百万円

固定負債その他 3,080百万円

６．圧縮記帳

　有形固定資産に係る国庫補助金等の受入による圧縮記帳累計額は次のとおりであります。

圧縮記帳累計額

７．担保に供している資産及び担保付債務

（１）担保に供している資産

（２）担保付債務

　当社が、優先出資したその他の会社に土地を譲渡した取引につき、「特別目的会社を活用した不動

産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」（企業会計基準委員会移管指針第10号　2024

年７月１日）に準じて、金融取引として処理しております。

　そのため、上記には、担保に供している資産及び担保付債務に計上されている以下の金額が含まれ

ております。

担保に供している資産

担保付債務
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保証先 保証金額

425 Park Investment LLC 15,988百万円

(US＄100,000,000)

425 Park Junior Investment LLC 52,280百万円

(US＄327,000,000)

東急リゾーツ＆ステイ（株） 9百万円

東急リゾーツ＆ステイ・ヴィラ管理（株） 7百万円

（株）東急イーライフデザイン 20百万円

合同会社気仙沼泉沢 4,189百万円

合同会社気仙沼漆原 6,491百万円

ENERGIAS DE PORTUGAL,S.A. 381百万円

(€ 2,080,000)

AMH Sukhumvit 59 Co., Ltd 3,047百万円

(฿ 627,000,000)

計 82,415百万円

再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公

布政令第119号）第２条第５号に定める算定方法を原則とし

て、一部の土地については２、３及び４号に定める算定方

法によっております。

再評価を行った年月日 2000年３月31日

2001年３月31日（子会社の合併による再評価）

８．保証債務

　金融機関からの借入金等に対する保証は次のとおりであります。

９．土地の再評価

　「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価

を実施いたしております。

　当事業年度末において、再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿価額を上回っているため、

差額を記載しておりません。

10．有価証券及び匿名組合出資金に係る注記

　流動資産に計上している有価証券は、販売目的で不動産を保有している特定目的会社に対する出資

金及び営業投資有価証券であります。また、流動資産に計上している匿名組合出資金は、販売目的で

不動産を保有している匿名組合への出資金であります。
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11．保有目的の変更

　当事業年度において、関係会社匿名組合出資金の保有目的変更により、関係会社匿名組合出資金の

うち8,565百万円を流動区分に振替えております。また、流動資産に含まれる関係会社匿名組合出資金

のうち373百万円を固定区分に振替えております。

　有形固定資産の保有目的変更により、有形固定資産のうち8,030百万円を販売用不動産に、5,254百

万円を仕掛販売用不動産に振替えております。

　無形固定資産の保有目的変更により、無形固定資産のうち680百万円を販売用不動産に、0百万円を

仕掛販売用不動産に振替えております。

　仕掛販売用不動産の保有目的変更により、仕掛販売用不動産のうち1,577百万円を有形固定資産に振

替えております。

［損益計算書に関する注記］

売上高 44,033百万円

仕入高 65,863百万円

営業取引以外の取引高 22,519百万円

　　関係会社との取引高

［株主資本等変動計算書に関する注記］

１．当事業年度における発行済株式数 530,596,393株

配当金の総額 16,975百万円

１株当たり配当額 32.0円

基準日 2025年３月31日

効力発生日 2025年６月17日

配当金の総額 23,077百万円

１株当たり配当額 43.49円

基準日 2026年３月31日

効力発生日 2026年６月15日

２．剰余金の配当に関する事項

（１）金銭による配当

　2025年６月16日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　次のとおり決議を予定しております。
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［金融商品に関する注記］

貸借対照表計上額
（※）（百万円）

時価（※）
（百万円）

差額（百万円）

（１）有価証券及び投資有価証券

（その他有価証券） 86,051 86,051 －

（２）関係会社長期貸付金 72,148 72,192 44

（３）敷金及び保証金 31,841 27,798 （4,042）

（４）長期借入金

（１年以内に返済予定の長期借入金

を含む）

（1,323,635） （1,301,839） 21,796

（５）長期預り敷金保証金 （121,846） （85,359） 36,487

（６）デリバティブ取引

（ヘッジ会計が適用されているも

の）
8,296 8,296 －

１．金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については短期的な預金を中心に、安全性の高い金融資産で運用し、東急不動産

ホールディングス株式会社からの借入等により資金を調達しております。

　関係会社貸付金は、子会社等に対する貸付であり、関係会社の財政状態を適時に把握し、取締役会

に報告しております。

　投資有価証券及び関係会社株式は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把

握を行っております。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。

　デリバティブ取引は、為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予約及び金利スワップ取

引であり、内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

　なお、市場価格のない株式等及び組合出資金等は、次表には含めておりません（（注）２参照）。

また、現金は注記を省略しており、預金及び短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に

近似することから、注記を省略しております。

（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注）１．時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

（１）有価証券及び投資有価証券

　上場株式及び投資信託の時価については、取引所の価格等によっております。

　市場価格のない私募債等の時価については、元利金等の合計額を同様の新規発行を行った場合

に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。
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区分
貸借対照表計上額

（百万円）

市場価格のない株式等 381,384

組合出資金等（※） 451,290

（２）関係会社長期貸付金

　関係会社長期貸付金の時価については、固定金利によるものは元利金の合計額を同様の新規貸

付を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。また、変動金利

によるものは短期間で市場金利を反映することから、時価は帳簿価額と近似していると考えられ

るため、当該帳簿価額によっております。

（３）敷金及び保証金

　敷金及び保証金の時価については、預託期間の見積りを行い、当該期間に対応する国債の利率

で割り引いて算定する方法によっております。

（４）長期借入金（１年以内に返済予定の長期借入金を含む）

　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。

（５）長期預り敷金保証金

　長期預り敷金保証金の時価については、預託期間の見積りを行い、当該期間に対応する国債の

利率に信用リスクを加味した利率で割り引いて算定する方法によっております。

（６）デリバティブ取引

　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。また、時価の

算定は取引先金融機関より提示された価格等によっております。

（注）２．市場価格のない株式等及び組合出資金等の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品

の時価情報の「有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

（※）組合出資金等は、主に匿名組合出資金及び特定目的会社に対する優先出資証券であります。これ

らは「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17

日。）第24-16項に従い、時価開示の対象とはしておりません。
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［税効果会計に関する注記］

繰延税金資産

棚 卸 資 産 評 価 損 否 認 130百万円

関 係 会 社 株 式 評 価 損 否 認 444百万円

権 利 金 償 却 否 認 1,641百万円

退 職 給 付 引 当 金 否 認 2,096百万円

賞 与 引 当 金 否 認 536百万円

固 定 資 産 減 損 損 失 否 認 3,621百万円

未 払 事 業 税 575百万円

特 定 目 的 会 社 配 当 損 否 認 538百万円

株 式 等 評 価 損 否 認 1,669百万円

匿 名 組 合 損 益 3,210百万円

減 価 償 却 超 過 額 否 認 5,529百万円

資 産 除 去 債 務 2,017百万円

家 賃 減 収 補 償 金 償 却 計 上 否 認 1,057百万円

そ の 他 4,292百万円

繰 延 税 金 資 産 小 計 27,361百万円

評 価 性 引 当 額 △2,767百万円

繰 延 税 金 資 産 合 計 24,594百万円

繰延税金負債

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 1,728百万円

資産除去債務に対応する有形固定資産 1,288百万円

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 6,566百万円

固 定 資 産 差 額 3,503百万円

そ の 他 4,839百万円

繰 延 税 金 負 債 合 計 17,926百万円

繰 延 税 金 資 産 （ 負 債 ） の 純 額 6,667百万円

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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［関連当事者との取引に関する注記］

（単位　百万円）

属性 会社等の名称 議決権等の所有割合
関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親
会
社

東急不動産ホール
ディングス（株）

被所有

直接  100％

事業活動の
経営管理等

支払利息 15,992

未払費用

短期借入金

長期借入金

6,398

193,065

1,311,845

キャッシュ・マネジ
メント・システムによる

資金の借入
（注２）

－

資金の借入
（注３）

117,515

借入金の返済
（注３）

－

子
会
社

リニューアブル・
ジャパン（株）

（注４）

所有

直接  100％

当社の再生可能エネルギー
事業の運営

受取利息
（注５）

364 未収収益 358

資金の貸付
（注５）

51,967

長期貸付金 53,500
貸付金の回収
（注５）

1,266

子
会
社

匿名組合ユニーク －
匿名組合
出資

売上高 8,436
関係会社
匿名組合
出資金

32,116
匿名組合への出資 695

関
連
会
社
の
子
会
社

425 Park Junior 
Investment LLC

所有

間接  80％
債務保証

債務保証
（注６）

52,280 － －

（注）１．取引条件については市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。

２．キャッシュ・マネジメント・システムによる資金の貸付、借入については、基本契約に基づ

き残高が毎日変動するため、期末残高のみを記載しております。また、借入金利は市場金利

を勘案して決定しております。

３．キャッシュ・マネジメント・システム以外の借入については、期中の借入総額と、返済総額

を記載しております。

また、期末残高については、科目毎に合計額を記載しております。

借入金利は市場金利を勘案して決定しております。

４．リニューアブル・ジャパン株式会社は、2026年４月１日付けで株式会社リエネ・エナジーに

社名変更しております。

５．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

６．425 Park Junior Investment LLCにおける金融機関からの借入に対して、債務保証を行って

おります。

なお、取引金額には、債務保証の期末残高を記載しております。
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［賃貸等不動産に関する注記］

貸借対照表計上額（百万円）
当期末の時価
（百万円）

当期首残高 当事業年度増減額 当期末残高

289,531 1,055 290,587 520,261

　当社は、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）等を有しておりま

す。

　2026年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は10,259百万円（賃貸収益は売上高に、主

な賃貸費用は売上原価に計上）、減損損失は5,420百万円（特別損失に計上）であります。

　また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び時価は、次のとおりでありま

す。

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であ

ります。

２．当事業年度増減額のうち、主な増加額は不動産取得（18,308百万円）、主な減少額は販売用

不動産への振替（10,586百万円）及び減損損失（5,420百万円）によるものであります。

３．当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等

を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

４．開業前計画中物件（貸借対照表計上額39,682百万円）については開発の初期段階にあること

から、時価を把握することが極めて困難であるため、上表には含まれておりません。

［１株当たり情報に関する注記］

１．１株当たり純資産額 926円32銭

２．１株当たり当期純利益 97円78銭
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